




表７:令和元年度周波数の国際協調利用促進事業案件一覧表 

 

案件名 概要 請負者 
支出額 

（百万円） 

我が国のワイヤレスビジ

ネスの海外展開に資する

調査及びマレーシアにお

けるセミナー・展示会の

開催支援 

東南アジアへの展開が見込める我が国

の電波システムに関する調査を実施す

ると共に、当該システムを普及・展開

させるためのセミナー開催の支援作業

を実施。 

一般財団法人日本宇宙フ

ォーラム 
13.3 

周波数の国際協調利用促

進に関する調査研究 

我が国の周波数事情に合う周波数利用

効率の高い無線技術について、海外に

おける実用化・普及動向、諸外国にお

ける導入可能性等について調査を実

施。 

デロイトトーマツコンサ

ルティング合同会社 
9.8 

超伝導技術を活用した無

線フィルタの海外展開を

通じた周波数の国際協調

利用促進に関する調査 

隣接周波数帯からの電波輻射を遮断し

高感度な測定を確保するため、超伝導

技術を利用した無線フィルタの実証実

験を通じた実効性の確認を行うととも

に、本システムの普及促進に向けた国

際動向についての調査を実施。 

東芝ホクト電子（株） 11.2 

地上型衛星航法補強シス

テムによる周波数の国際

協調利用促進に関する調

査研究 

地上型衛星航法補強システム（GBAS）

について、タイにおける GBAS の実証実

験に当たり、GBAS 用電離圏調査等を実

施。 

（株）日本電気 
令和２年度

へ繰越 

適応映像配信制御技術及

びマルチパス映像配信技

術を用いたドローン映像

配信システムの海外展開

に関する調査検討 

適応映像配信制御技術及びマルチパス

映像配信技術を用いたドローン映像配

信システムの海外展開に資するため、

インドネシアを対象に、潜在ユーザに

対する公開実証実験の実施、本技術の

有効性を PR するセミナーの実施、及び

国際標準化に向けた調査検討を実施。 

（株）三菱総合研究所 20.3 

リージョナルジェット向

け衛星アンテナによる周

波数の国際協調利用促進

に関する調査研究 

アクティブ・電子走査アレイ・アンテ

ナ（AESA）の海外市場展開の成功要因

に関する調査・分析及び海外展開方策

の検討、及び今後のアクションプラン

の検討を実施。 

（株）三菱総合研究所 9.8 



東南アジアにおけるワイ

ヤレスビジネス展開に資

する調査 

我が国の電波システムを海外展開する

ため、我が国の政府関係者、民間企業

等が当該国を訪問してセミナー等を開

催し、関係者に対して効果的な広報を

行うための具体的な広報企画について

調査を実施。 

（一財）日本宇宙フォー

ラム 
1.0 

マレーシアにおける固体

素子型気象レーダーの導

入に向けた実証実験の実

施に関する調査検討 

マレーシアに固体素子型気象レーダー

を設置し、実証実験を実施するため、

事前調査、相手国関係機関との調整、

実証実験システムを構築するための準

備を実施。 

（株）協和エクシオ 
令和２年度

へ繰越 

インドネシアにおける津

波・海洋レーダー普及の

ための調査検討 

津波・海洋レーダーのインドネシアへ

の導入促進に資するため、インドネシ

アにおいて実証実験を実施し、海象・

津波観測の効果を検証後、津波・海洋

レーダーの普及に係る課題等の抽出・

分析を実施 

日本無線（株） 132.4 

リニアセルレーダーシス

テムの海外展開を通じた

周波数の国際協調利用促

進に関する調査 

我が国で開発されたリニアセル方式の

異物検知システムについて、マレーシ

アを中心とする ASEAN 諸国への働きか

けを強化し、マレーシアでの実証試験

システムの構築をしての調査を実施。 

（株）日立国際電気 103.6 

空港面監視用マルチラテ

レーションの海外展開を

通じた周波数の国際協調

利用促進に関する調査研

究 

空港面における航空機の位置を検出す

るために用いられる空港面監視用マル

チラテレーションシステムについて、

海外において本システムの性能を評価

する実証実験を行うため、前年度に実

施した調査を基にベトナムの空港への

設置工事等を実施。 

日本無線（株） 
令和２年度

へ繰越 

中南米諸国における緊急

警報放送システムの普及

に関する基礎調査 

中南米諸国において緊急警報放送シス

テムの普及に向けた調査を行うほか、

ISDB-T 方式採用国において地上テレ

ビ放送の円滑なデジタル化移行に関す

る支援を実施することにより当該国の

デジタル化移行の早期実現を目指す。 

（一財）海外通信・放送

コンサルティング協力 
61.6 



アンゴラ共和国における

地上デジタル放送への移

行に向けた調査研究 

アンゴラ共和国において ISDB-T に基

づいたチャンネルプランの検討や地上

デジタルテレビ放送の試験放送に向け

た現地調査を行い、地上テレビ放送の

円滑なデジタル化移行に関する⽀援を

実施することにより当該国のデジタル

化移行の早期実現を目指す。 

日本電気（株） 50.7 

フィリピンにおける緊急

警報放送を用いた災害情

報伝達の迅速化に係る調

査研究 

フィリピン共和国において、フィリピ

ンの災害情報関連組織をネットワーク

で接続し、実証試験を実施することに

より、地上デジタル放送及び災害情報

の検出・集約・配信の既存システムを

最大限に活用し、災害情報伝達の迅速

化効果を導き出す。 

八千代エンジニヤリング

（株） 
42.3 

フィリピン共和国におけ

る地上デジタル放送の円

滑な導入のための会合開

催等の業務補助 

フィリピン共和国における日比地デジ

共同作業部会等を通じて、地上デジタ

ル放送の円滑な導入を図る。 

（株）オーエムシー 11.1 

ブラジルにおける地上デ

ジタル放送の高度化に関

する基礎調査 

ブラジルにおいて、地上デジタル放送

の高度化のための基礎調査を行うこと

により、両国間での地上デジタル放送

の高度化に向けた連携強化を図る。 

（株）日立国際電気 21.1 

SET EXPO 2019 における

地上デジタル放送の高度

化に関する展示等に係る

業務 

ブラジルにおいて開催されたSET EXPO 

2019 会場内「日本パビリオン」におい

て、展示の運営等に係る業務を実施。 

（株）オーエムシー 0.8 

アンゴラ共和国における

地上デジタルテレビ放送

技術セミナーの開催支援

業務 

アンゴラ共和国において、地上デジタ

ルテレビ放送サービスの円滑な導入・

運用を目的に、地上デジタルテレビ放

送技術セミナーを開催するに当たって

の支援業務を実施。 

日通旅行（株） 5.4 



我が国の V2X 技術の海外

展開に関する調査研究 

アジア地域・中東地域の交通事情・ニ

ーズを調査分析し、現地の道路事情に

応じた V2X 技術・ITS（Intelligent 

Transport Systems：高度道路交通シス

テム）の検討、現地での効果検証実験

及び V2X 技術の効果を確認すること

で、我が国の V2X 技術を用いたシステ

ムの導入支援を実施。 

パナソニック（株） 119.9 

狭空間における周波数稠

密利用技術の国際協調利

用促進に向けた調査・活

動等 

工場等における無線通信を最適制御す

るための「狭空間技術」の研究開発に

より実現される技術を効果的に国際展

開するため、国際的に普及している既

存の工場向け通信認証規格に関する調

査、及び海外企業等にも幅広く訴求さ

せるための調査・広報活動等を実施。 

PwC コンサルティング合

同会社 
11.1 

 



４ 電波の安全性に関する調査及び評価技術 

 

（１）業務の内容 

  ① 目的 

近年、携帯電話をはじめとする無線局が爆発的に普及し、無線局数も令和元年度

末で 2億 6,000 万局を超えるほどにまで増加しています。このように、電波利用が

ますます日常生活と密接になることに伴って、無線設備から発射される電波が人体

や医療機器等に与える影響に対する関心も高くなってきています。電波が人体等へ

与える影響を調査し、科学的に解明することで、電波をより安心して安全に利用で

きる環境を整備することを目的としています。 

 

  ② 概要 

    この業務では、次のような電波の安全性に関する調査及び評価技術の検討を行って

います。 

 

ア 生体への影響に関するリスク評価及び電波の安全性に関する評価技術 

     電波の影響に関する調査及び疫学調査等を実施するとともに、人体への電波ばく

露量等の評価技術を確立します。 

イ 電波の医療機器等への影響に関する調査 

各種無線機器の電波が心臓ペースメーカ等に与える影響を調査します。 

   ウ 電波の安全性に関する国際動向調査等 

電波の安全性に関する最新の科学的な知見や規制動向等について調査を実施す

るとともに、各国や国際機関等との意見交換等を行います。 

 

（２）令和元年度の実施状況 

令和元年度には、電波の人体等への影響に関する調査のために 12.9 億円を支出し、

電波をより安心して安全に利用できる環境づくりに寄与しました。主な支出の概要は

以下のとおりです。 

 

ア 生体への影響に関するリスク評価及び電波の安全性に関する評価技術（10.9 億円） 

世界保健機関（WHO）が提言している優先的に行われるべき研究課題を考慮して調

査を実施しました。具体的には、「次世代電波利用システムからの電波の人体安全性

評価技術に関する調査」、「準ミリ波・ミリ波ばく露時の生体作用の調査」、「中間周波

に係る疫学調査及びばく露量モニタリング調査」、「中間周波における神経作用（痛覚

閾値）の調査」、「遺伝的背景及び標準評価系を用いた細胞への影響調査」、「中間周波

における遺伝毒性等の生物学的ハザード同定に関する調査」、「電波ばく露の温熱閾値

に及ぼす年齢及び環境諸条件に関する研究」、「電波ばく露における熱痛閾値の調査」、

「電波ばく露レベルモニタリングデータの取得・蓄積・活用」、「米国国家毒性プログ



ばく露用電磁コイルと動物実験用モデルのイメージ

ラムの検証実験」、「新しい無線通信等による小児への影響に関する疫学調査」、「多様

な環境条件での電波ばく露による眼障害閾値に関する研究」、「電波の生体影響評価に

必要な研究手法標準化に関する調査・研究」の計 13 課題の研究を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別課題名 概要 委託先 
支出額 

(億円) 

次世代電波利用シス

テムからの電波の人

体安全性評価技術に

関する調査 

5G 等の次世代電波利用システムからの電波によ

る人体へのばく露量を適切に評価する手法及び

電波防護指針値等への適合性を評価する方法を

開発する。 

・情報通信研究機構 

3.6 

準ミリ波・ミリ波ば

く露時の生体作用の

調査 

準ミリ波・ミリ波の局所ばく露実験により、熱

作用による生体影響に関する研究を実施。 

・久留米大学 

・北海道大学 

・北見工業大学 

0.5 

中間周波に係る疫学

調査及びばく露量モ

ニタリング調査 

中間周波が人体に与える影響に関する疫学的研

究とともに、日常環境における中間周波等のば

く露の実態調査を実施。 

・三重大学 

・東京都立大学 

・東京女子医科大学 

0.6

（令和

２年度

へ一部

繰越） 

中間周波における神

経作用（痛覚閾値）

の調査 

中間周波の刺激作用により生じる人体の神経作

用と痛覚の閾値やその周波数依存特性を解明す

るための研究を実施。 

・浜松医科大学 

・名古屋工業大学 0.2 

遺伝的背景及び標準

評価系を用いた細胞

への影響調査 

細胞への電波の影響について、最新の科学技術

や他分野で用いられている手法を活用した研究

を実施。 

・京都大学 

・神奈川県衛生研究所 

・山陽小野田市立山口

東京理科大 

0.7 

図 17：生体への影響に関するリスク評価等 

表８:生体への影響に関するリスク評価及び電波の安全性に関する評価技術の概要 

中間周波における遺伝毒性等調査 

動物・細胞実験イメージ 疫学調査イメージ 



中間周波における遺

伝毒性等の生物学的

ハザード同定に関す

る調査 

中間周波による遺伝毒性（遺伝子突然変異誘発

性）の有無に関する研究を実施。 

・明治薬科大学 

・東京都立大学 

・電力中央研究所 
0.7 

電波ばく露の温熱閾

値に及ぼす年齢及び

環境諸条件に関する

研究 

30GHz 帯電波の全身（部分）ばく露実験を実施

し、体温等を含む生理学的変化を測定・評価す

ると研究を実施。 

・名古屋工業大学 

・久留米大学 

・佐賀大学 
0.4 

電波ばく露における

熱痛閾値の調査 

中間周波・高周波で生じる熱作用帯の接触電流

に関して人体での熱作用と知覚閾値特性の研究

を実施。 

・藤田医科大学 

・宇都宮大学 

・名古屋工業大学 

0.5 

電波ばく露レベルモ

ニタリングデータの

取得・蓄積・活用 

日常生活における電波環境を網羅的に明確にす

ることにより電波利用の発展と拡大に伴うリス

クの可能性等について研究を実施。 

・情報通信研究機構 

1.4 

米国国家毒性プログ

ラムの検証実験 

アメリカ NTP 研究での電磁波ばく露の長期発が

ん性試験による発がん性リスクに関する結果に

関して、検証試験を行う。 

・香川大学 

・名古屋工業大学 

・DIMS 医科学研究所 

1.0 

新しい無線通信等に

よる小児への影響に

関する疫学調査 

一般環境における電波ばく露による子どもへの

健康影響を疫学研究として解明する研究を実

施。 

・北海道大学 令和２

年度へ

繰越 

多様な環境条件での

電波ばく露による眼

障害閾値に関する研

究 

実環境であり得る環境条件と電波による眼障害

との関連について研究を実施。 

・金沢医科大学 

・東京都立大学 

・鉄道総合技術研究所 
0.4 

電波の生体影響評価

に必要な研究手法標

準化に関する調査・

研究 

超高周波、中間周波、高周波それぞれについて

in vitro（動物実験）及び in vivo（細胞実

験）に関して標準的な研究手法を提案するため

の研究を実施。 

・東京都立大学 

・鉄道総合技術研究所 

・明治薬科大学 
0.9 

 

イ 電波の医療機器等への影響に関する調査（1.6 億円） 

令和元年度は、第５世代移動通信システム（５G）の携帯電話端末等からの電波が植

込み型医療機器（植込み型リードレス心臓ペースメーカ、皮下植込み型除細動器）に

及ぼす影響の調査等を行いました。 

本調査は、「各種電波利用機器の電波が植込み型医療機器等へ及ぼす影響を防止す

るための指針」の見直しの要否検討に活用しています。指針については、以下のホー

ムページを参照ください。 

（https://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/ele/medical/chis/index.htm） 



 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  また、令和元年度は、医療機関内で利用されている機器について、昨年度調査した

LED 照明以外の機器として、防犯カメラ、ナースコール集合装置、配膳カート、廊下

表示灯等が発射する電波の強度を測定するとともに、医用テレメータが通信可能な最

低受信電圧について測定を行い、医用テレメータの通信に影響を及ぼしにくい機器の

選定について、検討を実施しました。加えて、医用テレメータを適切に利用するため、

受信システムの定期検査の方法や注意事項について調査を行いました。これらの調査

は医用テレメータへの不要電波による干渉対策など医療機関内における安心安全な

電波利用の検討に役立てています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 電波の安全性に関する国際動向調査等（0.4 億円） 

電波の安全性に関する最新の科学的な知見や規制動向等について調査を実施する

ほか、各国や国際機関等と意見交換等を行っています。令和元年度は、商用サービス

植込み型医療機器 

     
 

 

 

携帯電話、スマートフォン端末等 

（植込み型医療機器：3.7GHz 帯,4.5GHz 帯,28GHz 帯 

  ／在宅医療機器：700MHz 帯,800MHz 帯,900MHz 帯等） 

図 18:携帯電話等が植込み型医療機器及び在宅医療機器に及ぼす影響調査 

 

在宅医療機器 

自己検査用グルコース測定

器、グルコースモニタシステ

ム、個人用透析装置などへの

干渉を調査 

植込み型リードレス心臓ペー

スメーカ、皮下植込み型除細

動器への干渉を調査 

医用テレメータ 

LED照明器具 

図 19：電波の医療機器等への影響に関する調査 

ナースコール、廊下表示灯 

      



が開始された５Ｇに特に注目して、電波利用の状況、研究動向、規制動向、電波環境

のモニタリング、リスクコミュニケーションに関する各国の取り組みについて調査し

たほか、生体電磁環境に関係する研究分野から多くの研究者を呼び込むため、関係学

会においてランチョンセミナーを開催し、研究者に対して生体電磁環境研究に関する

情報共有を行いました。 

これらの取組は今後の電波防護指針等の検討に役立てていきます。 



５ 標準電波による無線局への高精度周波数の提供 

 

（１）業務の内容 

① 目的 

無線局が正確な周波数の電波を発射するために、その基準となる電波（標準電波)

を発射する業務です。 

この電波によってデジタル通信には欠かせない無線局間での同期を取ることが容

易となるほか、この電波には我が国の時間（標準時）に関する情報も含まれており、

電波時計にも利用されています。 

 

② 概要 

 (国研)情報通信研究機構（NICT）の標準電波送信所から、標準電波を発射してい

ます。標準電波送信所は全国に２箇所あり、互いに異なる周波数の電波を用いて常時

標準電波を発射しています。 

 

 

 

（２）令和元年度の実施状況 

令和元年度には、標準電波の送信所及び生成所の運営・維持にかかる費用や、生成さ

れた標準周波数・標準時を標準電波送信所へ送信したり標準電波送信所の周波数等を

比較・制御したりするのに必要な専用回線等の費用として 8.0 億円を支出しました。 

標準電波の詳細については、以下のホームページを参照ください。 

（https://jjy.nict.go.jp/index.html） 

図 20：標準電波の概要 



 

 

６ 電波伝搬の観測・分析等の推進 

 

（１）業務の内容 

① 目的 

太陽フレアの影響等により、電波の伝わり方に異常が発生した場合、電波を用いた通

信・放送システム等への障害が発生する恐れがあります。 

様々な分野での電波利用が拡大する中、通信・放送システム等の安定的な運用の確保

が一層重要となっていることから、電波伝搬を間断なく観測・分析し、伝搬異常の発生

の把握や予測を行い、予報・警報の公表や登録者へのメール配信をします。 

また、電波の伝わり方の観測・分析技術等の高度化を目指す取組みを推進しています。 

 

② 概要 

1. 電波伝搬の観測・分析、予報・警報の周知  

太陽フレアや電離圏における電波の伝搬状況を各地の観測施設で観測し、その観測

情報などから電離圏における電波の伝搬状況の変化を予測しています。その上で予報・

警報を作成し、それらの公表や登録者へのメール配信サービスを行っています。 

休日を含め、24 時間有人運用の体制を構築しています。 

 

2. 電波の伝わり方の観測・分析技術等の高度化  

観測技術の高度化を図ります。また、電離層の状態の推定の精度等を向上させます。 

 

      

図 21: 電波伝搬の観測・分析等の推進事業のイメージ図 

（２）令和元年度の実施状況 

宇宙天気予報の休日を含めた 24 時間有人運用、設備維持にかかる費用や、電波の伝

わり方の観測・分析技術の高度化などのための費用として 14.2 憶円を支出しました。 

宇宙天気予報配信の詳細については、以下のホームページを参照ください。 

（https://swc.nict.go.jp/） 



７（１） 無線システム普及支援事業 
（携帯電話等エリア整備事業） 

 

（１）業務の内容 

① 目的 

地理的に条件不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島など）において携帯電話等を

利用可能とするとともに、５Ｇ等の高度化サービスの普及を促進することにより、電

波の利用に関する不均衡を緩和し、電波の適正な利用を確保するものです。 

 

② 概要 

地理的に条件不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島など）において、地方公共団

体が携帯電話等の基地局施設（鉄塔、無線設備等）、伝送路施設（光ファイバ等）を

設置する場合や、無線通信事業者が高度化施設（５Ｇ等の無線設備等）を設置するほ

か、基地局の開設に必要な伝送路施設を整備する場合に、これら費用を国が一部補助

するものです。 

    

ア 事業主体：地方公共団体   ← 基地局施設、伝送路施設（設置） 

無線通信事業者  ← 高度化施設、伝送路施設（運用） 

      イ 対象地域：地理的に条件不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島など） 

ウ 補助対象：基地局施設（鉄塔、局舎、無線設備等） 

       伝送路施設の設置（光ファイバ等） 

       高度化施設（５Ｇ等の無線設備等） 

伝送路施設の運用（中継回線事業者の設備の10年間分の使用料） 

 エ 補 助 率：基地局施設 １／２（事業への参画無線通信事業者が複数者の場合 

２／３） 

        伝送路施設（設置）２／３※ 

        高度化施設 １／２（複数社共同整備の場合２／３） 

        伝送路施設（運用）２／３（100世帯以上の場合１／２） 

※: 財政力指数0.3未満の有人国境離島市町村（全部離島）が設置する場合は 

４／５、道府県・離島以外市町村の場合は１／２、東京都の場合は１／３ 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）令和元年度の実施状況 

   令和元年度においては、基地局施設は20箇所（4.8億円）、高度化施設は９箇所（0.4

億円）、伝送路施設(運用)は２箇所（0.06億円）、伝送路施設（設置）は３箇所（22.9

億円）で事業を実施し、新たに携帯電話を使用できる環境などを整備しました。 

なお、事業を実施した市町村名等については、表９～12のとおりです。 

 

 

（１）令和元年度予算事業（13箇所） 

都道府県 整備箇所（括弧内は整備数） 

岩手県 遠野市・大槌町 

福島県 鮫川村・飯舘村 

岐阜県 飛騨市・郡上市 

兵庫県 猪名川町 

島根県 津和野町 

長崎県 対馬市 

宮崎県 西都市（３）・西米良村 

（２）平成30年度予算事業（繰越事業）（７箇所） 

都道府県 整備箇所（括弧内は整備数） 

北海道 雄武町 

福島県 浪江町（３） 

和歌山県 古座川町 

島根県 益田市・飯南町 

図 22:携帯電話等エリア整備事業の補助対象施設 

 

表９:令和元年度の整備箇所（基地局施設） 

 



 
 

（１）令和元年度予算事業（７箇所） 

都道府県 整備箇所（括弧内は整備数） 

北海道 北広島市・登別市・東神楽町・札幌市・南幌町 

静岡県 下田市（２） 

（２）平成30年度予算事業（繰越事業）（２箇所） 

都道府県 整備箇所（括弧内は整備数） 

栃木県 日光市 

和歌山県 由良町 

 

         

平成 30 年度予算事業（繰越事業）（２箇所） 

都道府県 整備箇所（括弧内は整備数） 

和歌山県 古座川町 

兵庫県 篠山市 

 

 

平成 29 年度予算事業（繰越事業）（１箇所） 

都道府県 整備箇所 

東京都 大島・利島・新島 

 

平成 30 年度予算事業（繰越事業）（２箇所） 

都道府県 整備箇所 

東京都 八丈島・青ヶ島 

鹿児島県 十島村（中之島・諏訪之瀬島・平島） 

 

表 10:令和元年度の整備箇所（高度化施設） 

 

表 11:令和元年度の整備箇所（伝送路施設（運用）） 

 

表 12:令和元年度の整備箇所（伝送路施設（設置）） 

 



 
７（２） 無線システム普及支援事業 

 （地上デジタル放送への円滑な移行のための環境整備・支援） 
 

（１）業務の内容 

  ① 目的 

平成 23 年７月 24 日（岩手、宮城、福島県については平成 24 年３月 31 日）を以て地

上アナログ放送が終了しました。 

全国的なデジタル放送への移行後も一部地域において引き続き発生する地上デジタ

ル放送の受信障害の恒久的な対策による解消等を図る必要があることから、外国波等に

よる電波の影響を受ける世帯に対する受信障害対策や、福島県の避難区域解除等により

帰還する世帯等が地上デジタル放送視聴環境を整備する際の支援を実施します。 

 

② 概要 

   ア デジタル混信の解消 

他の放送局から電波の妨害を受けるために地上デジタル放送を良好に視聴でき

ない受信障害が発生している地域において、有線共聴施設の整備を行う者に対し、

その費用の一部を補助しました（補完）。 

また、当該地域において、デジタル混信を解消するため受信者施設の改修工事（フ

ィルター挿入対策等）を行う者に対し、その費用を補助しました（受信者施設）。 

そのほか、当該地域において、外国波を起因として発生する混信の総合対策に要

する費用を補助しました（外国波混信）。 

事業主体：民間法人等 

補助対象：（補完）補完的な放送局施設又は有線共聴施設の整備費用 

      （放送局施設）放送局施設の改修工事に要する費用 

      （受信者施設）受信者施設の改修工事に要する費用 

（外国波混信）外国波混信の総合対策に要する費用 

補 助 率：（補完）１／２ 

      （放送局施設）２／３ 

      （受信者施設・外国波混信）10／10 

 

   イ 福島原発避難指示区域における地上デジタル放送視聴環境整備 

     福島県の避難区域解除等により帰還する世帯等が地上デジタル放送視聴環境を

整備する際の支援等を実施する者に対し、その費用を補助しました。 

 事業主体：民間法人等 

 対象地域：旧緊急時避難準備区域、避難指示解除準備区域に指定された区域又

は避難指示が解除された区域、居住制限区域、帰還困難区域及び特

定避難勧奨地点 



 補助対象：①共聴施設のデジタル化支援、②高性能アンテナ、共聴新設、受信

障害対策共聴・集合住宅共聴等のデジタル化支援、③暫定難視聴対

策、④受信相談・現地調査等、⑤地デジチューナー支援 

 補助率 ：２／３等  

 

（２）令和元年度の実施状況 

令和元年度には、以下のとおり支出しました。 

 

 

事業 支出額（億円） 

① デジタル混信の解消 8.0（注１） 

② 福島対策事業 1.6（注２） 

③ その他（調査等経費） 0.3     

 注１ 平成 30 年度の事業の繰越分に係る支出額。気象現象に起因しての対策策定の遅れによ

り、令和元年度交付決定額 18.0 億円を令和２年度に繰越。 

  ２ 平成 30 年度の事業の繰越分に係る支出額。令和元年度交付決定額 3.7 億円を令和２年度

に繰越。 

 

参考 関連リンク集 

・地上デジタル放送関連情報 

   （http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/dtv/index.html） 

 

表 13:令和元年度の各事業の支出額 

 



７（３） 無線システム普及支援事業 

（民放ラジオ難聴解消支援事業） 
 

（１）業務の内容 

① 目的 

放送は、国民生活に密着した情報提供手段として、特にラジオは災害時の「ファー

スト･インフォーマー」（第一情報提供者）として、今後もその社会的責務を果たして

いくことが必要ですが、特にラジオについては、地形的・地理的要因、外国波混信の

ほか、電子機器の普及や建物の堅牢化等による難聴が増加しており、その解消が課題

となっています。 

このため、国民生活に密着した情報や災害時における生命・財産の確保に必要な情

報の提供を確保するため、ラジオの難聴解消のための中継局整備を支援します。 

 

② 概要 

平時や災害時において、国民に対する放送による迅速かつ適切な情報提供手段を確

保するため、ラジオの難聴解消のための中継局整備を行うラジオ放送事業者等に対し、

その整備費用の一部を補助します。 

 

ア 事業主体：民間ラジオ放送事業者、地方公共団体等 

イ 補助対象：難聴対策としての中継局整備 

ウ 補助率：地理的・地形的難聴、外国波混信 ２／３ 

      都市型難聴 １／２ 

 

 

 

図 23:民放ラジオ難聴解消支援事業のイメージ図 

 



（２）令和元年度の実施状況 

  ① 無線システム普及支援事業費等補助金 

令和元年度には、民放ラジオ難聴解消支援事業（27 件）に 11.9 億円を支出しまし

た。令和元年度の事業の実施状況は以下のとおりです。 

 

表 14:令和元年度の実施状況 

 

ア 令和元年度当初予算事業（７件） 

都道府県 事業主体 中継局 

長野県 信越放送株式会社 小海ＦＭ補完中継局 

福井県 福井放送株式会社 ＦＢＣたかはまＦＭ 

福井県 福井放送株式会社 ＦＢＣみくにＦＭ 

広島県 株式会社中国放送 ＦＭＲＣＣ西条局 

沖縄県 株式会社エフエムみやこ 伊良部中継局 

滋賀県 株式会社エフエム滋賀 長浜中継局 

鹿児島県 龍郷町 安木屋場中継局、ほか５局 

 

イ 平成 30 年度当初予算事業（18 件） 

都道府県 事業主体 中継局 

岩手県 奥州市 米里中継局 

秋田県 東成瀬村 東成瀬村中継局 

神奈川県 株式会社アール・エフ・ラジオ日本 ＲＦ横浜ＦＭ 

岡山県 赤磐市 大盛山中継局 

愛媛県 南海放送株式会社 ＲＮＢ壺神ＦＭ補完局 

高知県 株式会社高知放送 ＲＫＣ高知ＦＭ補完局 

香川県 西日本放送株式会社 ＲＮＣ高松ＦＭ中継局 

福島県 昭和村 昭和村ＧＦ局、ほか９局 

愛知県 株式会社エフエム豊橋 蔵王中継局 

静岡県 静岡エフエム放送株式会社 金森山中継局 

鳥取県 鳥取市 毛無山中継局 

鳥取県 鳥取市 小倉山中継局 

岡山県 赤磐市 宇根山中継局 

岡山県 赤磐市 山鳥山中継局 

徳島県 四国放送株式会社 ＪＲＴ阿南ＦＭ 

徳島県 四国放送株式会社 ＪＲＴ日和佐ＦＭ 

愛媛県 南海放送株式会社 ＲＮＢ大三島ＲＭ局 

熊本県 天草市 烏峠中継局 



 

ウ 平成 29 年度当初予算事業（２件） 

都道府県 事業主体 中継局 

愛媛県 今治コミュニティ放送株式会社 吉海中継局 

愛媛県 今治コミュニティ放送株式会社 玉川中継局 

 

 ② ラジオ（ＦＭ補完放送他）の周知広報活動 

主な活動としては、総務省では、これまで、ＡＭラジオ放送の難聴対策（都市型難聴

対策、地理的・地形的難聴対策等）及び災害対策のため、民間ラジオ放送事業者による

ＦＭ補完放送（「ワイドＦＭ」）のためのＦＭ補完中継局整備を支援・推進してきました。

今後、さらにＦＭ補完放送の受信可能エリアが拡大する予定です。 

当省では、ＦＭ補完放送（ワイドＦＭ）の意義や効果について理解を深めていただく

とともに、できる限り多くの方々にラジオ放送を聴取していただけるよう、令和２年２

月 25 日（火）から３月 31 日（火）までを「ラジオ広報強化期間～ワイドＦＭ全国展開

へ！～」として、周知広報活動に 0.3 億円を支出しました。 

 

③ ラジオ放送の役割・実態等に関する調査研究 

主な活動としては、ＡＭ放送聴取等の実態等について調査分析を行い、ＦＭ補完放送

の周知広報のあり方及び更なる普及方策に関する検討を行うために、0.2 億円を支出し

ました。 



 

 

７（４） 無線システム普及支援事業 

（衛星放送用受信環境整備事業） 
 

（１）業務の内容 

① 目的 

平成 30 年 12 月から開始された新しい４Ｋ８Ｋ衛星放送（新４Ｋ８Ｋ衛星放送）

を安定して受信し、他の無線サービス等へ影響を与えない受信環境の整備を促進す

ることを目的としています。 

 

② 概要 

新４Ｋ８Ｋ衛星放送（平成 30 年 12 月 1 日開始）で用いられる中間周波数帯（2.2

～3.2GHz）について、既存の他の無線サービスとの共用における懸念が指摘されて

います。 

他の無線通信に障害を与えるおそれのある衛星基幹放送用受信設備を改修し、適

切な受信環境の整備を支援するため、平成 30年度から補助事業を実施しています。 

事業主体：民間団体等 

補助対象：右左旋対応アンテナに取り替えた場合、技術基準に適合せず他無線シ

ステムへ影響を与えるおそれのある受信設備の改修に係る費用等 

補 助 率：１／２（令和元年度） 

 

（２）令和元年度の実施状況 

 令和元年度は、対象となる受信設備の改修工事に 13.2 億円を交付するとともに、衛

星放送用受信環境整備事業に係る技術講習会の開催をはじめとした相談・支援等に要

する費用として 4.9 億円を支出しました※。 

  ※ 平成 30 年度事業の繰り越し分を含む。 

 

 

補助のイメージ図

BS・CSブースタ

分配器

壁面端子

BS・UV分波器
（対象外）

右左旋対応アンテナ
（対象外）

アンテナ出力から壁面端子の間にある技術基準

に不適合となる機器を改修（交換）するための費用

（工事費を含む）の一部を補助

受信機
（対象外）

すでに設置されている不適合品 適合品に改修（交換）

写真待ち

平成29年５月11日以前に設置されていることが必要

図 24：衛星放送用受信環境整備事業のイメージ図 

 



７（５） 無線システム普及支援事業 

（公衆無線ＬＡＮ環境整備支援事業） 
 

（１）業務の内容 

① 目的 

災害時に、携帯電話等が輻輳のために利用できない場合であっても、必要な情報伝

達手段を確保するために、防災拠点等における Wi-Fi 環境の整備を行うことにより、

電波の適正な利用の確保に資することを目的としています。 

 

② 概要 

    防災の観点から、防災拠点（避難所・避難場所、官公署）及び被災場所として想定

され災害対応の強化が望まれる公的拠点（博物館、文化財、自然公園等）における Wi-

Fi 環境の整備を行う地方公共団体等に対し、その費用の一部を補助します。 

 

ア 事業主体：財政力指数が０．８以下（３か年の平均値）又は条件不利地域（※）

の普通地方公共団体・第三セクター 

※ 過疎地域、辺地、離島、半島、山村、特定農山村、豪雪地帯 

イ 対象拠点：最大収容者数や利用者数が一定以下の 

  ①防災拠点：避難所・避難場所（学校の体育館及びグラウンド、市民センター、

公民館等）、官公署 

     ②被災場所と想定され災害対応の強化が望まれる公的拠点：博物館、文化財、 

自然公園 等 

ウ 補助対象：無線アクセス装置、制御装置、電源設備、伝送路設備等を整備する場

合に必要な費用 等 

エ 補 助 率：１／２（財政力指数が０．４以下かつ条件不利地域の市町村について

は２／３） 

 

 

 
図 25:公衆無線 LAN 環境整備支援事業 



（２）令和元年度の実施状況 

   令和元年度には、公衆無線LAN環境の整備を行う92団体に対して約9.7億円の補助金

を支出しました。また、公衆無線LAN環境整備支援事業に係る補助業務や情報交換会の

開催等に係る費用として約0.5億円を支出しました。 

なお、令和元年度の事業状況は以下のとおりです。 

 

 

都道府県 団体名 都道府県 団体名 都道府県 団体名

北海道 網走市 福島県  矢吹町 岐阜県 飛騨市

北海道  士別市 福島県  小野町 岐阜県  関ケ原町

北海道  三笠市 福島県  新地町 岐阜県  輪之内町

北海道  森町 栃木県 壬生町 岐阜県  富加町

北海道  寿都町 群馬県  沼田市 三重県  熊野市

北海道  余市町 埼玉県  埼玉県 三重県 木曽岬町

北海道  妹背牛町 埼玉県  横瀬町 大阪府  門真市

北海道  中川町 埼玉県  上里町 兵庫県  宍粟市

北海道  利尻富士町 千葉県 匝瑳市 兵庫県  神河町

北海道  清里町 山梨県  山梨県 奈良県  奈良県

北海道  訓子府町 山梨県  北杜市 奈良県  明日香村

北海道  浦河町 山梨県  市川三郷町 和歌山県  和歌山県

北海道  興部町 新潟県  柏崎市 島根県  川本町

北海道  上士幌町 新潟県 聖籠町 岡山県 井原市

北海道 中札内村 長野県  松本市 岡山県 鏡野町

北海道  幕別町 長野県  上田市 広島県  安芸高田市

青森県 青森市 長野県  伊那市 愛媛県 内子町

青森県  五所川原市 長野県 宮田村 高知県  土佐市

岩手県  岩手町 長野県  佐久市 高知県  越知町

岩手県  山田町 長野県  高森町 福岡県 筑紫野市

宮城県  東松島市 長野県  阿南町 福岡県  宮若市

宮城県  山元町 長野県  阿智村 福岡県  芦屋町

秋田県  秋田市 福井県 永平寺町 佐賀県  江北町

秋田県  横手市 石川県  川北町 熊本県 上天草市

秋田県  井川町 石川県  穴水町 熊本県  宇城市

山形県  鶴岡市 石川県  羽咋市 熊本県  合志市

山形県  小国町 岐阜県  岐阜県 大分県 中津市

福島県  福島市 岐阜県 多治見市 鹿児島県  姶良市

福島県  会津美里町 岐阜県 美濃加茂市 鹿児島県  伊仙町

福島県  西郷村 岐阜県  瑞穂市 沖縄県  名護市  

 

 

 

ア.表 15:令和元年度事業実施団体(90 団体) 

 



 

 

 

都道府県 団体名

滋賀県 甲賀市

島根県 益田市  

 

 

イ.表 16:平成 30 年度事業実施団体（令和元年度事業完了 2団体） 

 



 

 

７（６） 無線システム普及支援事業 

（高度無線環境整備推進事業） 
 

（１）業務の内容 

① 目的 

電波の能率的な利用に資する技術を用いて行われる無線通信を利用することが困

難な地域の解消を図るため、当該無線通信の業務の用に供する無線局の開設に必要

な伝送用専用線設備を整備します。 

 

② 概要 

   5G・IoT 等の高度無線環境の実現に向けて、地理的に条件不利な地域において、電

波の有効利用を図りつつ地域の活性化を実現するため、地方公共団体や電気通信事業

者が、無線通信の前提となる伝送路設備やそれに伴う局舎設備等を整備する場合に、

国がそれらの整備費用の一部を補助します。 

 

   ア 事業主体 

     直接補助事業者：地方公共団体、第３セクター法人、一般社団法人もしくは一

般財団法人 

間接補助事業者：電気通信事業者 

イ 対象地域 

     地理的に条件不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島、山村、特定農山村、豪

雪地帯） 

ウ 補助率 

    ・ 離島：２／３（地方公共団体） 

１／２（第３セクター法人、電気通信事業者） 

    ・ 離島以外の条件不利地域：１／２（財政力指数０．５未満の地方公共団体） 

                  １／３（財政力指数０．５以上の地方公共団体、 

第３セクター法人・電気通信事業者） 

エ 補助対象 

     伝送路設備、局舎（局舎内設備を含む。）等 
 

図 26:高度無線環境整備推進事業イメージ図 

   



 

 

 

（２）令和元年度の実施状況 

  本事業の実施状況については、表 17 のとおりです。令和元年度には、直接補助事業に

13.9 億円を交付するとともに、間接補助事業に 11.5 億円を支出しました。 

 

表 17:令和元年度の整備箇所 

（１）令和元年度予算事業（直接補助：11 カ所） 

整備主体 整備地域 

北海道新冠町 北海道新冠町 

北海道厚真町 北海道厚真町 

北海道上士幌町 北海道上士幌町 

北海道岩見沢市 北海道岩見沢市 

群馬県神流町 群馬県神流町 

石川県能登町 石川県能登町 

香川県丸亀市 香川県丸亀市 

株式会社ジェイコム札幌 北海道札幌市 

株式会社ケーブルメディア 

ワイワイ 
宮崎県日向市 

天草ケーブルネットワーク 

株式会社 
熊本県天草市 

知多半島ケーブルネットワー

ク株式会社 
愛知県知多郡南知多町 

 

（２）令和元年度予算事業（間接補助：18 カ所） 

整備主体 整備地域 

東日本電信電話株式会社 長野県根羽村 

西日本電信電話株式会社 山口県下関市 

東日本電信電話株式会社 群馬県前橋市 

西日本電信電話株式会社 熊本県宇城市 

西日本電信電話株式会社 熊本県玉名市 

天草ケーブルネットワーク 

株式会社 
熊本県上天草市 

西日本電信電話株式会社 鹿児島県屋久島町 

西日本電信電話株式会社 鹿児島県鹿児島市 

西日本電信電話株式会社 鹿児島県長島町 



 

 

西日本電信電話株式会社 鹿児島県南九州市 

西日本電信電話株式会社 鹿児島県霧島市 

西日本電信電話株式会社 福岡県宗像市 

東日本電信電話株式会社 長野県平谷村 

株式会社ジェイコム千葉 千葉県富津市 

西日本電信電話株式会社 福岡県糸島市 

西日本電信電話株式会社 宮崎県西都市 

西日本電信電話株式会社 広島県府中市 

西日本電信電話株式会社 大分県大分市 

 



 

 

７（７） 地上基幹放送等に関する耐災害性強化支援事業 

 

（１）業務の内容 

① 目的 

大規模な自然災害時において、放送局等が被災し、放送の継続が不可能となった場合、

被災情報や避難情報等重要な情報の提供に支障を及ぼすとともに、周波数の利用効率の

低下をもたらすおそれがあります。 

大規模な自然災害時においても、適切な周波数割当により置局された現用の放送局か

らの放送を継続させ、周波数の有効利用を図るため、放送局等の耐災害性強化に係る対

策を支援します。 

 

② 概要 

地上基幹放送等の放送局等の耐災害性強化のため、停電対策等を行う地上基幹放送事

業者等に対し、その整備費用の一部を補助します。 

 

   ア 事業主体：地方公共団体、地上基幹放送事業者等 

   イ 補助対象：①停電対策、②予備設備の整備 

   ウ 補 助 率：地方公共団体 １／２、地上基幹放送事業者等 １／３ 

 

 

 

図 27: 地上基幹放送等に関する耐災害性強化支援事業のイメージ図 

  



 

 

（２）令和元年度の実施状況 

令和元年度には、地上基幹放送等に関する耐災害性強化支援事業（11 件）に 0.4 億

円を支出しました。令和元年度の事業の実施状況は以下のとおりです。 

 

表 18:令和元年度の実施状況 

 

ア 令和元年度当初予算事業（11 件） 

都道府県 事業主体 事業内容 

北海道 株式会社テレビ北海道 予備送信設備の整備 

千葉県 株式会社ベイエフエム 予備電源設備の整備 

岐阜県 株式会社エフエム岐阜 予備電源設備の整備 

滋賀県 びわ湖放送株式会社 予備電源設備の整備 

香川県 株式会社エフエム香川 予備電源設備の整備 

愛媛県 株式会社愛媛朝日テレビ 予備中継回線設備の整備 

徳島県 株式会社エフエムびざん 予備送信設備の整備 

福岡県 ＲＫＢ毎日放送株式会社 予備送信設備の整備 

佐賀県 株式会社サガテレビ 予備電源設備の整備 

長崎県 長崎放送株式会社 予備送信設備の整備 

鹿児島県 鹿屋市 予備電源設備の整備 

 

 



８ 電波遮へい対策事業 

 

（１）業務の内容 

① 目的 

電波が遮へいされる鉄道・道路トンネルや医療施設内でも携帯電話等が利用でき

るようにし、非常時等における通信手段の確保など、電波の適正な利用を確保する

ものです。 

 

② 概要 

    電波が遮へいされる鉄道・道路トンネルや医療施設内において、一般社団法人等

が移動通信用中継施設を整備する場合に、国がこれらの費用の一部を補助するもの

です。 

 

ア 事業主体：一般社団法人等 

イ 対象地域：鉄道トンネル、道路トンネル、医療施設 

ウ 整備施設：移動通信用中継施設（鉄塔、局舎、無線設備、光ケーブル等） 

エ 補 助 率：鉄道トンネル １／３※ 

              道路トンネル １／２ 

       医療施設     １／３ 

※：直近10年間継続して営業損失が発生している鉄道事業者が営業主体となる新幹線路線におけ

る対策の場合の補助率は、５／１２。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 28:電波遮へい対策事業 



（２）令和元年度の実施状況 

令和元年度においては、道路トンネルは24箇所（3.9億円）、鉄道トンネルは24箇所

（38.4億円）、医療施設は６箇所（1.7億円）で事業を実施し、新たに携帯電話を使用で

きる環境の整備を行いました。 

整備箇所のリストは表19のとおりです。 

 

 

 

（１）道路トンネル 

①令和元年度当初予算事業（８箇所） 

道路名等 整備箇所 

国道２７４号線 福山トンネル 

国道４５号（三陸沿岸道路（唐桑高田道路）） 今泉トンネル 

中部横断自動車道（富沢ＩＣ～六郷ＩＣ） 楮根第１トンネル・楮根第２トン

ネル・楮根第３トンネル・楮根第

４トンネル・塩沢トンネル 

国道４０３号 新矢越トンネル 

国道１５６号 飯島トンネル 

国道３２２号（八丁峠道路） 八丁トンネル 

九州横断自動車道延岡線（小池高山 IC～上野

IC） 

高木トンネル・鶴山谷トンネル・

飯田山第二トンネル 

九州横断自動車道延岡線（小池高山 IC～上野

IC） 

牧の原第一トンネル・牧の原第二

トンネル） 

②平成30年度当初予算事業（繰越事業）（16箇所） 

道路名等 整備箇所 

国道２２９号 新美谷トンネル 

東北中央自動車道（南陽高畠 IC～山形上山

IC） 

赤湯トンネル 

東北中央自動車道（南陽高畠 IC～山形上山

IC） 

高ツムジ山トンネル 

東北中央自動車道（南陽高畠 IC～山形上山

IC） 

大洞トンネル 

東北中央自動車道（南陽高畠 IC～山形上山

IC） 

にしごうトンネル 

東北中央自動車道（南陽高畠 IC～山形上山

IC） 

三吉山トンネル 

東北中央自動車道（南陽高畠 IC～山形上山

IC） 

山形蔵王トンネル 

表 19:令和元年度の整備箇所 

 



国道４５号（三陸沿岸道路（釜石山田道路）） 鵜住居第２トンネル 

国道４５号（三陸沿岸道路（釜石山田道路）） 八雲トンネル・新鳥ヶ澤トンネル 

国道４５号（三陸沿岸道路（釜石山田道路）） 釜石トンネル 

国道４５号（三陸沿岸道路（吉浜釜石道路）） 篠倉山トンネル・桜峠トンネル 

国道４５号（三陸沿岸道路（吉浜釜石道路）） 新鍬台トンネル・荒川トンネル 

国道２８３号（釜石花巻道路） 定内トンネル 

国道４５号（三陸沿岸道路(唐桑高田道路）） 小原木長部トンネル 

関越自動車道（塩沢石打 IC～六日町 IC） 六日町トンネル 

国道３９３号 樺立トンネル 

 

（２）鉄道トンネル 

①令和元年度当初予算事業（６箇所） 

路線名等 整備箇所 

北海道新幹線(新函館北斗～奥津軽いまべつ) 泉沢トンネル・幸蓮トンネル・札

苅トンネル・上野トンネル・第四

森越トンネル・第三森越トンネ

ル・第二森越トンネル・第一森越

トンネル・第二重内トンネル・第

一重内トンネル・第二湯の里トン

ネル 

北海道新幹線(木古内～新青森) 第四浜名トンネル・第三浜名トン

ネル・第二浜名トンネル・第一浜

名トンネル・第二今別トンネル・

第一今別トンネル・大川平トンネ

ル・津軽トンネル・大平トンネル 

北海道新幹線(奥津軽いまべつ～新青森) 館沢トンネル・館下トンネル・第

二外黒山トンネル・第一外黒山ト

ンネル・津軽蓬田トンネル 

中央線（四方津～梁川）下り 巌トンネル・新巌トンネル・新倉

第一トンネル・新倉第二トンネ

ル・新倉トンネル・新倉第三トン

ネル・梁川第一トンネル・新梁川

第一トンネル・新梁川第二トンネ

ル・梁川第二トンネル 

中央線（梁川～鳥沢）上り 御前山トンネル・巌山トンネル・

斧窪トンネル 

中央線（鳥沢～猿橋） 猿橋トンネル 

 



②平成30年度当初予算事業（繰越事業）（18箇所） 

路線名等 整備箇所 

北海道新幹線（木古内－奥津軽いまべつ） 
第一湯の里トンネル・青函トンネル

（吉岡側陸底部） 

北海道新幹線（木古内－奥津軽いまべつ） 青函トンネル（竜飛崎側陸底部） 

東北新幹線（八戸－七戸十和田） 

牛鍵トンネル・有野部トンネル（第

１東北トンネル・第２東北トンネ

ル）・上北トンネル・赤平トンネル 

東北新幹線（七戸十和田－新青森） 八甲田トンネル（南） 

東北新幹線（七戸十和田－新青森） 

八甲田トンネル（北）・田茂木野トン

ネル・雲谷平トンネル・横内トンネ

ル・松森トンネル 

上越新幹線（越後湯沢－浦佐） 

湯元トンネル・湯沢トンネル・第１

上野トンネル・第２上野トンネル・

第３上野トンネル・石打トンネル・

第１大沢トンネル・第２大沢トンネ

ル・第３大沢トンネル（南） 

上越新幹線（浦佐－長岡） 浦佐トンネル・堀之内トンネル 

上越新幹線（浦佐－長岡） 魚沼トンネル（南） 

北陸新幹線（飯山－上越妙高） 長峯トンネル・飯山トンネル（東） 

北陸新幹線（飯山－上越妙高） 飯山トンネル（西） 

北陸新幹線（上越妙高－糸魚川） 
高田トンネル・松ノ木トンネル・桑

取トンネル・峰山トンネル（東） 

九州新幹線（新八代－新水俣） 

田上トンネル（南）・桑川内トンネ

ル・吉尾トンネル・第１桑原トンネ

ル・第２桑原トンネル・松原トンネ

ル（北） 

九州新幹線（新八代－新水俣） 

松原トンネル（南）・野角トンネル・

新津奈木トンネル・岩城トンネル・

浜崎トンネル・染竹トンネル・初野

トンネル 

九州新幹線（新水俣－出水） 

水俣トンネル・小田代トンネル・袋

トンネル・境川トンネル・前田トン

ネル・針原トンネル・関外トンネル 

九州新幹線（出水－川内） 

宇都野トンネル・小原トンネル・第

１紫尾山トンネル・第２紫尾山トン

ネル・第３紫尾山トンネル（北） 

北海道新幹線（新函館北斗～木古内間） 万太郎トンネル・新茂辺地トンネ



ル・渡島当別トンネル 

山形新幹線（赤岩～板谷） 

大日向トンネル・第２赤岩トンネ

ル・第３赤岩トンネル・第１大日向

トンネル・環金トンネル（上り）・環

金トンネル（下り） 

九州新幹線（出水－川内） 

第３紫尾山トンネル（南）・長野トン

ネル・小畑トンネル・川原段トンネ

ル・高城トンネル 

 

（３）医療施設 

①令和元年度当初予算事業（１箇所） 

医療施設名 

岡山赤十字病院 

 

②平成30年度当初予算事業（繰越事業）（５箇所） 

医療施設名 

山形県立中央病院 

岐阜大学医学部附属病院 

大津赤十字病院 

国立病院機構災害医療センター 

三重県立総合医療センター 

 



９ 周波数の使用等に関するリテラシーの向上 

 

（１）業務の内容 

近年、携帯電話の普及や新しい無線システムの実用化など電波利用の急速な拡大に

伴い、人々が日常的に電波を利用する機会が増加しており、電波の公平かつ能率的な

利用の確保や電波による健康への影響について、国民の関心が高まっています。 

この業務は、このような状況を踏まえ、様々なニーズに対応した情報提供を図るこ

とにより、電波の安全性や電波の適正な利用に関する国民のリテラシー向上を図るこ

とを目的として実施しています。 

 

     

（電波の安全性に関するリテラシー向上）     （電波の適正利用に関するリテラシー向上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）令和元年度の実施状況 

令和元年度には、周波数の使用等に関するリテラシーの向上に 2.1 億円を支出しまし

た。主な支出の概要は以下のとおりです。 

 

①   電波の安全性に関するリテラシー向上（0.9 億円） 

電波が人体や医療機器等に与える影響について、これまでの各種調査によって得ら

れた知見等を、学識経験者等を講師として招いての説明会の開催、説明資料等の作成

等により、様々なニーズに応じて情報提供するとともに、国民からの問合せ等に対応

するための相談業務体制を構築しています。 

令和元年度は、一般利用者及び医療従事者を対象とした説明会を全国で 45 回開催

し、合計で約 2,400 人が参加しました。令和元年度は、医療機関や医療従事者向け教

育機関等に赴き、医療分野における電波利用に係る現場の課題についてヒアリングを

行うとともに実践的に解決等することにより、電波利用についての理解を更に深める

周知啓発活動（ハンズオン支援）を行いました。ハンズオン支援を含めた説明会に参

加された約 80％の医療従事者から、説明会の内容に「満足である」という評価をいた

だきました。また、一般利用者向けの説明会に参加された方からは、聴講により電波

の安全性について「不安が減少した」などの声を多くいただきました。 

図 29:周波数の使用等に関するリテラシーの向上 

 



なお、令和元年度における電話相談業務の受付件数は 695 件となりました。 

 

 

 

電波の安全性に関する周知啓発        ハンズオン支援（医療分野）の実施 

パンフレットの作成               

 

 

 

②   電波の適正利用に関するリテラシー向上（1.2 億円) 

地域社会の草の根から、電波の公平かつ能率的な利用を確保するため、民間ボラン

ティアの電波適正利用推進員による、その地域社会に密着した立場を活かした電波利

用に関する相談、助言や情報提供活動を実施しました。 

令和元年度の主な活動は、約 800 名の電波適正利用推進員で周知啓発活動件数 

4,667 件、混信等の相談・助言件数 189 件、総合通信局への情報提供等件数 79 件、ホ

ームページへの相談件数54件、推進員相互会合件数28件などの実績となっています。

また、各地域で開催している電波教室は、創意工夫を凝らしながら電波の知識や電波

ルールについて正しく理解できるものとして好評を得ています。 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

電波適正利用推進員による 

地域のイベントにおける周知活動 
電波教室の実施 

 

図 31:電波の適正利用に関するリテラシーの向上 

 

図 30:電波の安全性に関するリテラシーの向上 

 



 

 

１０ ＩｏＴの安心・安全かつ適正な利用環境の構築 

 

（１）業務の内容 

① 目的 

Society5.0 の実現のため、近年サイバー攻撃の脅威が増大している IoT に係るサイ

バーセキュリティ対策を強化するとともに、IoT の適正な利用環境を整え地域での普

及を促進し、国民生活や社会経済活動の安心・安全の確保等を図ることを目的として

います。 

 

② 概要 

上記目的の達成には、利用者やサービス提供者等のリテラシー向上が不可欠である

ため、以下の取組等を実施します。 

１）IoT セキュリティ対策の推進 

国内のインターネットに直接接続されたIoT機器を調査しサイバー攻撃に悪用さ

れうる脆弱な IoT 機器の利用者に注意喚起を行うプロジェクト「NOTICE」を実施。 

２）５Ｇネットワークのセキュリティ確保に向けた体制整備と周知・啓発 

５Ｇネットワークやその構成要素及びサービスについて、技術的検証を通じ、各

構成要素におけるサプライチェーンリスク対策を含むセキュリティを総合的かつ

継続的に担保する仕組みを整備。 

３）地域における IoT セキュリティ対策の強化 

地域におけるセキュリティ対策強化のため、（ア）地域の IoT システムのセキュ

リティ要件等のガイドライン化、（イ）地域の IoT セキュリティ人材を育成するた

めの取組、（ウ）無線 LAN のセキュリティ対策に関する周知啓発等を実施。 

４）IoT 利用環境の適正な運用及び整備等に資するガイドライン等策定 

IoT サービスの適正な運用、整備等のため、多様な電波伝搬状況における電波の

適正な利用に係るガイドライン等の策定を実施。 

５）IPv6 導入のためのガイドライン等策定 

IPv6 導入のボトルネックとなっているシステム・アプリケーション側の IPv6 化

を推進するため、特に IPv6 化の知見が不足している大学・中小企業等の情報シス

テムの IPv6 化に係る調査・実証を通じて導入ガイドライン等を策定し、IPv6 化の

環境整備を推進。 

 

  



 

 

（２）令和元年度の実施状況 

令和元年度には、IoT の安心・安全かつ適正な利用環境の構築に 12.8 億円を支出しま

した。主な支出の概要は以下のとおりです。 

 

１）IoT セキュリティ対策の推進（5.4 億円） 

IoT 機器を狙ったサイバー攻撃は近年増加傾向にあり、また、諸外国においては、IoT

機器を悪用した大規模なサイバー攻撃（DDoS 攻撃）によりインターネットに障害が生じ

るなど深刻な被害が発生するなどしており、対策の必要性が高まっています。 

こうした状況を踏まえ、国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）の業務にサイバ

ー攻撃に悪用されるおそれのある機器の調査等を追加（５年間の時限措置）する「電気

通信事業法及び国立研究開発法人情報通信研究機構法の一部を改正する法律」が平成 30

年 11 月に施行され、当該改正法に基づき、総務省及び NICT は、インターネット・サー

ビス・プロバイダ（ISP）と連携し、平成 31 年２月から、脆弱な ID・パスワード設定等

のためサイバー攻撃に悪用されるおそれのある IoT 機器の調査及び当該機器の利用者

への注意喚起を行う取組「NOTICE」を開始しています。 

この NOTICE では、NICT が、インターネットに直接接続された IoT 機器に、容易に推

測される ID・パスワード（「password」や「123456」等）を入力すること等により、サ

イバー攻撃に悪用されるおそれのある機器を調査し、当該機器の情報を ISP へ通知して

います。当該通知を受けた ISP は、当該機器の利用者を特定し、注意喚起を実施してい

ます。 

令和元年度の実績としては、同年度末までに参加手続きが完了した ISP は 50 社で、

当該ISPの約 1.1億 IPアドレスに対して、おおむね月に1回の調査を実施しています。

調査対象となった IP アドレスのうち、特定の ID・パスワードによりログインでき注意

喚起の対象となったもの（ISP に通知したもの）は延べ 2,249 件です。 

また、NOTICE により注意喚起を受けた利用者からの問合せ対応や、IoT セキュリティ

対策に関する周知広報のため、NOTICE サポートセンター及び専用 Web サイト

（https://notice.go.jp）についても開設し、リテラシーの向上を図っています。 

 

図 32:NOTICE 注意喚起の概要 

  

① NICTがインターネット上のIoT機器に、容易に推測されるパスワードを
入力するなどして、サイバー攻撃に悪用されるおそれのある機器を特定。

② 当該機器の情報をISPに通知。

③ ISPが当該機器の利用者を特定し、注意喚起を実施。

調査対象：パスワード設定等に不備があり、サイバー攻撃に
悪用されるおそれのあるIoT機器

通信事業者
（ISP）

①機器調査

②情報提供

③注意喚起

インターネット上のIoT機器
攻撃者

機器の利用者

情報通信研究機構(NICT)

ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰこれまでサイバー攻撃

に用いられたもの

Password

admin1234

同一の文字等を
用いたもの

aaaaaaa
12345678



 

 

２）５Ｇネットワークのセキュリティ確保に向けた体制整備と周知・啓発（3.0 億円） 

５Ｇの通信インフラとしての機能保証のためには、コア網の機器調達のみに留意すれ

ば良いわけではありません。ソフトウェアにより構成される部分を含め、ネットワーク

全体のセキュリティを確保する必要があるため、５Ｇの仮想環境を構築し、①オープン

ソースソフトウェア等の解析、②多種多様なパターンのデータ入力による異常動作確認

（ファジング）、③エシカルハッカーによる脆弱性調査、脅威分析を実施・対策を検討

しています。 

令和元年度においては、まず５Ｇのコアネットワークに係る仮想環境を構築し、上記

の調査等を行いました。 

 
図 33:５Ｇのネットワークのセキュリティ確保 

 

 

３）地域における IoT セキュリティ対策の強化（2.2 億円） 

ア） 地域の IoT システムのセキュリティ要件等の調査 

昨今、様々な IoT 機器の普及に伴い、地域が抱える様々な課題の解決や地域活性化・

地方創生のために、ICT を活用した街づくりに取り組む地方公共団体等は今後増加し

ていくことが想定されます。その際、街づくりの基盤となる IoT 機器・システムやプ

ラットフォームのセキュリティの確保に向けた取組も合わせて必要となります。 

令和元年度においては、各都市や地域に実装された IoT システムのセキュリティの

在り方について、国内外の先行事例等と比較検討した上で、地域単位の IoT システム

に関するリスクやセキュリティ要件について明確化を図るための調査を実施しまし

た。 

 

イ） 地域の IoT セキュリティ人材育成 

IoT サービスの普及が全国的に進展する一方、セキュリティ人材が大幅に不足する

中で、地域レベルでのセキュリティ人材の育成を図る必要があります。 

令和元年度においては、地域のコミュニティ活動を活性化し、中核としてリードす

る人材を育成する「地域のセキュリティリーダーの育成」に関する取組、広域エリア

において、複数の中小企業等がセキュリティ専門家をシェアできるようにマッチング

する「地域でのセキュリティ人材のシェアリング」に関する取組、及び地域の企業や



人件費
電波利用料の

徴収
電波監視

職員の訓練
電波利用状況
の調査・公表

一般管理
経費

職員基本給 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,298,018 0 0 0 0 1,298,018

職員諸手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 640,635 0 0 0 0 640,635

超過勤務手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 101,785 0 0 0 0 101,785

短時間勤務職員給与 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 35,740 0 0 0 0 35,740

退職手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 342,159 0 0 0 0 342,159

児童手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 11,255 11,255

諸謝金 93 0 12,393 1,572 0 0 0 0 648 0 20 144 0 0 0 0 36 0 0 14,905

委員等旅費 0 0 1,394 733 0 0 0 0 213 0 0 90 0 0 0 0 2 0 0 2,431

施設施工旅費 1,395 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,395

赴任旅費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,880 4,880

電波監視等業務旅費 54,658 2,804 32,486 1,162 0 0 0 0 5,370 0 2,533 450 792 339 0 2,170 656 571 5,031 109,021

庁費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8,775 8,775

電波監視等業務庁費 4,862,811 5,638,332 9,682,847 205,124 0 0 0 0 148,903 0 209,528 774,955 308,295 92,889 0 189,752 4,638 45,517 283,068 22,446,659

通信専用料 320,354 62,086 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 382,440

電子計算機等借料 39,042 4,913,368 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 403,326 0 0 0 0 0 5,355,736

土地建物借料 153,250 204,698 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 19,634 377,581

各所修繕 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5,262 5,262

自動車重量税 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 49 49

電波利用技術研究開発等委託費 0 0 10,524,932 1,079,556 801,329 1,424,823 0 0 0 0 0 108,652 0 0 0 0 0 0 0 13,939,293

電波利用技術調査費補助金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 399,905 0 0 0 0 0 0 0 399,905

施設整備費 2,745,595 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,745,595

政府開発援助国際電気通信連合
分担金

0 0 20,897 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 20,897

国際電気通信連合分担金 0 0 757,525 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 757,525

政府開発援助アジア・太平洋電気
通信共同体等拠出金

0 0 36,300 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 36,300

国際電気通信連合拠出金 0 0 29,879 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 29,879

国家公務員共済組合負担金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 461,716 0 0 0 0 461,716

特定周波数対策交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

無線システム普及支援事業費等補助金 0 0 0 0 0 0 0 0 10,328,772 4,404,487 0 0 0 0 0 0 0 0 0 14,733,259

賠償償還及払戻金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,888 0 0 0 1,888

合計　※1 8,177,197 10,821,288 21,098,653 1,288,146 801,329 1,424,823 0 0 10,483,906 4,404,487 212,081 1,284,197 309,087 496,554 2,880,052 193,809 5,331 46,087 337,955 64,264,982

（参考：翌年度繰越額） 701,798 0 4,356,649 123,517 0 0 0 0 7,065,231 2,635,062 0 0 0 818,301 0 0 0 0 0 15,700,558

IoTの
安心・安全

5G
利用状況調査

合計
※２

　※1　四捨五入のため合計が合わない場合あり。

IoT人材

１４　電波利用料予算の令和元年度支出状況

                           事務の種類

（目）の分類

電波監視の実
施

総合無線局
監理システム

電波資源拡大
のための研究

開発等

電波利用料制度に関する企画・立案等
電波の安全性
に関する調査
及び評価技術

標準電波の
発射

周波数の使用
等に関するリテ
ラシーの向上

電波伝搬の観
測・分析

特定周波数
変更対策業務

特定周波数
終了対策

業務

無線ｼｽﾃﾑ
普及支援

事業

電波遮へい
対策事業


